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独立行政法人国際協力機構中期目標 

 

独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 29 条の規定により、独立行政法

人国際協力機構（以下「機構」という。）が達成すべき業務運営に関する目標（以下「中

期目標」という。）を定める。 

 

基本的な考え方 

 

グローバル化が進み、国境の垣根が低くなった現代の国際社会においては、一国の平

和と繁栄はその国のみで実現することはできず、我が国は、「積極的平和主義」の立場

から、これまで以上に国際社会全体の平和と繁栄に貢献していく。また、ＯＤＡにより

開発途上地域の平和構築、貧困削減、持続的経済成長を支援し、開発途上地域の人々の

「人間の安全保障」を推進することは、中長期的には、日本の平和と安定、本邦企業に

とっての有望な市場・投資先・労働力の育成につながっていく。これは、新興国を中心

とした世界の経済成長を我が国の活力として取り込むことに資し、政府が定める「日本

再興戦略」の基本的考え方とも軌を一にするものである。このように、ＯＤＡは、国際

社会の平和と発展に貢献し、これを通じて我が国の安全と繁栄の確保に資することを目

的とするものである。我が国の様々な国益を実現する上で、ＯＤＡはこれからも外交上

の最も重要な手段であり、経済分野での国際展開の支援、好ましい国際環境の構築及び

人間の安全保障の推進の 3 本柱を踏まえた戦略的ＯＤＡを展開していく。また、日本国

内では平成 25 年 12 月に国家安全保障戦略が策定され、その内容を実現する観点から

もこのような戦略的なＯＤＡの活用の必要性は、ますます高まっている。 

 

我が国は、東日本大震災で多くの開発途上地域を含む世界各国から多大な支援と連帯

の表明を受けたが、このことは、ＯＤＡを中心とするこれまでの我が国の国際協力の地

道な積み重ねにより培われた世界各国の日本に対する信頼を再認識する契機となった。

世界から寄せられた信頼と感謝に応えるためにも、日本がこれまで表明した国際的なコ

ミットメントを誠実に履行するとともに、国際社会の様々な課題に対して積極的に貢献

していく姿勢は不変であることを示すことが重要である。具体的には、ミャンマー等の

アジア諸国や中東アフリカ地域に対する支援、国連ミレニアム開発目標実現、「国際保

健外交戦略」に向けた貢献を継続することに加え、気候変動問題への対処といった国際

社会共通の課題への積極的な取組を進めていく。また、震災からの真の復興を実現する

ためには、日本経済全体の活性化が必要不可欠であり、そのためにもＯＤＡを積極的に

活用していくことが求められている。 
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他方、日本全体が内向き志向になる中でＯＤＡに対する国民の共感が十分に得られて

いないという現実も存在する。このような状況を改善するため、機構も参画して、平成

22 年、ＯＤＡのあり方に関する検討を行った。同年６月、外務省としての考え方を「Ｏ

ＤＡあり方検討 最終とりまとめ」として公表し、国民の強力な理解と支持を得つつよ

り戦略的・効果的な援助を実現するための方向性を提示した。機構は、我が国ＯＤＡを

実施する援助機関として、ここに盛り込まれた内容を実現するための体制整備、能力向

上に不断に努めなければならない。また、これまでの政策評価・独立行政法人評価委員

会や、平成 22 年より行われた行政改革の過程において、独立行政法人としての機構の

組織の在り方や運営の効率化等について不断の改善努力が求められた。機構はそれらの

内容を真摯に受け止め、具体的な改善措置を通じて実際の業務遂行に反映していかなけ

ればならない。 

 

上記の観点から、機構は、「オール・ジャパン」の多様な人・知恵・資金・技術の結

集を図るための体制を整備する必要がある。そのための民間からの提案も活かした官民

連携の強化、特に中小企業も含めた日本企業やＮＧＯ、地方自治体、教育機関の力を最

大限活用できるような連携により、我が国が有する優れたインフラや環境分野における

知見・技術を積極的に海外へ展開し、開発途上地域の持続可能な開発に貢献していくこ

とが重要である。また、国際機関、援助関係者やＮＧＯ等の外部からの有益な提言に真

摯に耳を傾け、時代の要請に応えて柔軟に協力していく必要がある。 

 

さらに、技術協力・有償資金協力・無償資金協力の柔軟な連携による「プログラム・

アプローチ」への転換、評価の改善、国民の理解と支持の拡大に向けたＯＤＡ広報の強

化、問題のある案件も含めた徹底した情報開示に取り組むことが重要である。さらに、

昨今の我が国における内向き志向からの脱却を図る上で、機構は国民参加の一層の拡大

を進める役割を担っており、ひいてはグローバルな視点を持った人材の育成、日本社会

の貢献にも資することが必要である。その一環として、機構は、平成 23 年７月に策定

された外務省の政策ペーパーである「草の根外交官：共生と絆のために～我が国の海外

ボランティア事業～」に盛り込まれた諸施策を着実に実施し、青年海外協力隊を中核と

する海外ボランティア事業の更なる改善とその活用に努める。 

 

同時に、機構は、契約の競争性・透明性の拡大、ガバナンスの強化等の業務運営の機

動性向上に努める。また、その業務が治安や健康面で厳しい環境下での遂行が求められ

ることを踏まえ、安全対策や適切な支援体制を整備すると同時に、施設や事務所、給与

や手当の適正化のための具体的な措置を講ずる。 

 

以上の基本的考え方を踏まえ、機構は、我が国のＯＤＡを実施する援助機関として、
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本中期目標に従って、戦略的、効果的かつ効率的に業務を行うものとする。 

 

１．中期目標の期間 

 中期目標の期間は平成 24 年４月１日から平成 29 年３月 31 日まで５年間とする。 

 

２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

（１）より戦略的な事業の実施に向けた取組 

政府開発援助大綱及び政府開発援助に関する中期政策並びに国別援助方針、年度毎の

国際協力重点方針をはじめとする政府の政策及び政府の国･地域別、分野･課題別の援助

方針に則り、開発途上地域の開発政策及び援助需要を踏まえ、事業量のみならず成果を

重視し、PDCA サイクルを徹底した効果的な事業を実施する｡我が国政府が開発協力の

重点分野として掲げる貧困削減、持続的経済成長、地球規模課題への対応及び平和の構

築に沿って、戦略的、効果的な援助を実施していくため、機構は援助機関としての専門

性を活かし、国･地域別の分析や相手国との対話を通じ、援助の現場における開発ニー

ズ･実態を把握し、技術協力、有償資金協力及び無償資金協力を柔軟かつ有機的に組み

合わせたプログラム・アプローチを強化する｡また、援助機関としての専門性を活かし

た事業構想力を強化し、案件形成・実施能力を向上させるため、機動力のある実施体制

を整備する。加えて、既存の援助手法のみに限定することなく、柔軟に事業を実施する

アプローチ、手法、プロセスの改善を図る。実施に際しては、東日本大震災からの復興、

防災、少子高齢化、環境・エネルギー等、国内の課題・経験と海外の課題をつないで双

方の課題解決に貢献するよう努める。同時に、開発協力に対する国民の共感を高めるた

め、国民の理解と支持を向上するための措置を実施する。 

 

（２）事業構想力・情報発信力の強化 

（イ）事業構想力の強化 

（ⅰ）我が国のＯＤＡは、国際社会の平和と発展に貢献し、これを通じて我が国の安全

と繁栄の確保に資することを目的としていることを踏まえ、現地ＯＤＡタスクフォース

等を通じ、各国との友好関係や人の交流の増進、国際場裡における我が国の立場の強化

等、我が国外交政策を戦略的に展開していく上でのＯＤＡの積極的な活用を図る。 

（ⅱ）国際社会と我が国の共同利益の実現に向けて、地球規模課題の解決やそのための

意識向上に積極的に関与するとともに、国際社会の議論のリードに貢献する。また、国

際社会と足並みを揃えつつ、我が国が主導する援助政策・アプローチを広め、我が国の

存在感を高めるため、国際機関、新興ドナーといった国際社会のパートナーとの連携を

進める。 

（ⅲ）多様化・複雑化する開発ニーズについて、国・地域別の開発課題を把握・分析し

た国別分析ペーパー、課題・分野別の実施指針等の策定を促進する。 
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（ⅳ）各開発課題や事業実施に関連する知識・ノウハウを恒常的に蓄積し、事業関係者

の間で共有し、効果的な活用を推進する。 

（ⅴ）ボランティア・専門家等が現場で有する情報・知見の共有及び本邦企業やＮＧＯ

との対話を強化し、現地ＯＤＡタスクフォースの情報収集・分析作業に一層の貢献を行

う。 

 

（ロ）研究 

開発途上地域及び我が国を含む国際社会の情勢の変化に対する洞察と中長期的な展

望を踏まえつつ、より戦略的、効果的な事業を実施するため、機構は、開発協力に関係

する我が国及び海外の大学や研究機関と連携し、機構事業での確実な活用及び国際的な

援助潮流への影響を拡大すべく、研究領域を設定し、また研究課題を実施する。その貢

献について定期的に検証を行い、研究の成果に基づき対外発信を更に充実させる。 

 

（３）民間との連携の推進 

（イ）「国際展開戦略」の実施に向けた経済協力の戦略的活用 

我が国の優れた技術・ノウハウを開発途上国に提供することを通じ、開発途上国の経

済発展を支援するとともに、世界経済の成長を取り込み、日本経済の活性化につなげる

ため、我が国企業等によるインフラ等の輸出並びに中小企業及び自治体等の海外展開に

も寄与すべく、円借款や海外投融資の活用、民間企業や自治体からの提案に基づく技術

協力や調査の実施等の戦略的な開発支援を行う。 

 

（ロ）ＮＧＯ、民間企業等の民間セクターの活動との連携 

 開発途上国におけるＮＧＯ、民間企業等の我が国民間セクターの活動が、雇用創出、

人材育成、技術・イノベーション向上等、開発途上国の経済社会開発に大きな役割を果

たしていることを踏まえ、民間セクターの活動と積極的に連携することにより、官民に

よる「人」、「知恵」、「資金」、「技術」を全て結集した「オール・ジャパン」の体制で効

果的かつ効率的な開発支援を推進し、民間事業に対する海外投融資、民間企業からの提

案に基づく官民連携ＯＤＡ案件の形成、ビジネス法制度支援・人材育成支援等、ＮＧＯ、

中小企業を含む民間企業、教育機関、地方自治体等の多様な国内関係者との連携を強化

する。 

 

（４）国民の理解と参加の促進 

 開発協力の実施には国民の理解と支持が不可欠であり、その意義と実態を国民へ伝え

るため、機構は、効果的・効率的な情報の発信と国民参加の促進に取り組む。 

（イ）ボランティア 

ボランティア事業は、開発途上地域の経済及び社会の発展、復興への寄与、我が国と
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開発途上地域の友好親善及び相互理解の深化、並びに国際的視野の涵養と経験の社会還

元を事業の目的とする。本事業を取り巻く環境の変化に対応するため外務省が平成 23

年に行った海外ボランティア事業のあり方及び同事業の実施のあり方の抜本的な見直

しの結果を踏まえ、事業の質向上のための事業実施体制や運営手法の改善、ＯＤＡの他

事業や専門性を有する企業、地方自治体、ＮＧＯ、他機関等との連携の強化、帰国後の

社会還元支援を含む、国民が安心して参加できるような取組の強化、事業にふさわしい

評価の実施、ボランティアの活動状況・成果・帰国後の活躍状況の「見える化」等の取

組を着実に実施する。 

 

（ロ）市民参加協力  

 ＮＧＯや自治体、教育機関等知見と技術を有する団体が担い手となる事業を実施する

ことは、ＯＤＡに対する国民の理解増進に資するものであり、現地の実情に一層合致し

たより適正かつ効果的な技術の移転に資するものである。このような観点から、機構は、

ＮＧＯ等との連携を推進し、草の根技術協力事業の実施に当たっては、開発途上地域の

人々の生活改善・生計向上に直接役立つ基礎生活分野を中心として、政府対政府による

国際協力事業では十分手が届き難い、草の根レベルのきめ細やかな協力を行う。また、

幅広い国民の参加を得るため、主体的な発意が尊重されるよう配慮するとともに、手続

のさらなる迅速化に努める。 

国民の理解と参加の促進を目的として、ＮＧＯ、教育機関、地方自治体等の様々な団

体・個人が発意し、自ら取り組む国際協力活動に対し、支援サービスを提供する。 

 

（ハ）開発人材の育成（人材の養成及び確保） 

国際協力に係る優れた人材の養成及び確保は、広く事業全般の基盤をなすものであり、

また、我が国の国際協力の質的向上に直接関連するものである。このため機構は、コン

サルタント等開発を担う人材の養成及び確保のための研修等の業務を、開発ニーズを踏

まえて的確に行う。 

 

（ニ）広報 

（ⅰ）ＯＤＡの現場を伝える広報 

国民に対する説明責任を果たし、国際協力に対する国民の信頼、理解・共感及び参加

を促進するとともに、機構が事業を展開する開発途上地域における人々の我が国ＯＤＡ

に対する理解を促進するとの観点から、マスメディアやＮＧＯ等との連携を強化すると

ともに、国内及び海外拠点を有効に活用し、国内広報及び海外広報に適正に取り組む。

機構は国民の情報アクセスのハブとなり、利用者にとっての利便性・分かりやすさを向

上させるとともに、ＯＤＡ案件の形成・実施に際し、国民への情報開示を積極的に推進

する。 
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（ⅱ）「見える化」の徹底（透明性の向上） 

成果重視への転換による援助の効果の明示、全てのＯＤＡ資金協力プロジェクトの現

状・成果等を体系的に可視化するウェブサイト（HP）等を通じ、情報開示を強化する。

その際、成功事例か失敗事例かに関わらず情報を開示する。このように開発協力の透明

性を高め、また、目的や実態をできるだけ分かりやすく伝えることで、国民のＯＤＡに

対する信頼を高める。 

 

（５）事業実施に向けた取組 

（イ）技術協力、有償資金協力、無償資金協力 

（ⅰ）技術協力 

 技術協力は、開発途上地域の人々が直面する開発課題に自ら対処していくための総合

的な能力向上を目指す、人を介した協力であり、機構は、条約その他の国際約束に基づ

き、人的資源の開発、技術水準の向上及び公共的な開発計画の立案を支援することによ

り、開発途上地域の経済的社会的開発の促進及び福祉の向上に寄与することを目的とし

て、案件を戦略的、効果的かつ効率的に実施する。 

 

（ⅱ）有償資金協力 

有償資金協力は、開発途上地域に対して条約その他の国際約束に基づき、又は開発事

業を実施する我が国又は開発途上地域の法人等に対して金利・償還期間等について緩や

かな条件の下で資金を提供することによって、開発途上地域の自助努力による経済発展、

経済的自立を支援するものであり、機構は、借入国政府の能力向上の支援を含む取組に

よる事業プロセスの迅速化や制度改善を図り、案件を戦略的、効果的かつ効率的に実施

する。我が国又は開発途上地域の法人等に対する有償資金協力（海外投融資）について

は、既存の金融機関では対応できない、開発効果の高い事業を対象とし、適切な監理を

行いつつ、平成 25 年６月に閣議決定された日本再興戦略の考え方に従って対応してい

く。その際、パイロットアプローチからの教訓をリスク審査・管理体制等に確実に反映

させた上で、万全の体制で実施していく。 

 

（ⅲ）無償資金協力  

無償資金協力は、開発途上地域の基礎生活分野向上、社会基盤整備、環境保全、人材

育成等を中心とする経済社会開発に資するために行う返済義務を課さない資金協力で

あり、機構は、条約その他の国際約束に基づき、案件を戦略的、効果的かつ効率的に実

施するとともに、外務大臣が自ら行う無償資金協力のうち、機構の関与が必要なものと

して外務大臣が指定するものについては、その案件が戦略的、効果的かつ効率的に実施

されるよう、その促進に努める。 

ＯＤＡの開発効果を確実に実現するため、案件規模の適正化を図りつつ、引き続きコ
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スト縮減に努めるとともに、予測できないリスクに対応する仕組みを強化する等の取組

を通じて企業の参加促進を図り、競争性を高める。 

 

（ロ）災害援助等協力 

 機構は、開発途上地域等における大規模災害による被災者救済のため、国際社会等と

連携して、国際緊急援助隊派遣及び緊急援助物資供与の迅速、効率的かつ効果的な実施

を図る。 

 

（ハ）海外移住 

 機構は、本事業を実施するに当たっては、移住者の属する地域の開発に資するよう留

意し、移住者の定着・安定化を見つつ、政府が行う個別の事業目的とその達成状況の検

証及び必要性の判断を踏まえ、海外移住者の団体に対する支援事業については、引き続

き高齢者福祉支援及び人材育成分野への重点化を行う。また、外交政策上の重要性を踏

まえ、海外移住・日系人社会に関する国民への啓発・広報、学術的研究等、海外移住に

関する知識を普及する。融資事業においては、各移住融資債務者の状況等を踏まえ、必

要に応じ償還計画の見直し等を行い、債権の回収・整理を適切に進めるとともに、早期

に債権管理業務を終了する方策を立てる。 

なお、日系個別研修については、事業規模の縮減を行い、機構で実施する日系人とし

てのアイデンティティ向上を目的とした研修については、国際交流基金と事業実施状況

の情報共有等を含めた連携を図り、実施する。 

 

（６）事業の横断的事項に関する取組 

（イ）環境社会配慮 

 機構は、事業実施に当たっては、環境影響及び住民移転等の社会的影響の回避・最小

化に関する職員その他の関係者の意識を高め、環境社会配慮ガイドライン（平成 22 年

７月１日より施行）に則り、第三者の関与も得て、環境及び社会に配慮した業務運営を

行う。 

 

（ロ）男女共同参画 

 開発における公平性の確保及び開発効果の向上の観点から、機構は、事業実施に当た

り、女性の開発への積極的参画及び開発からの受益の確保について十分に配慮し、女性

の地位向上に一層取り組む。 

 

（ハ）事業評価  

 客観的な事業の運用・効果指標の設定を含む事前評価から、当初想定した事業効果の

発現度合い及び事業実施からの教訓の抽出を含む事後評価にいたる体系的かつ効率的
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な事業評価（PDCA サイクル）を適切に実施する。また、これらの事業評価の内容につ

いて国民にわかりやすい形で公表し、「ＯＤＡの見える化」を推進するとともに、評価

内容を迅速かつ的確に新たな事業等にフィードバックする。 

 

（ニ）安全対策の強化 

 機構は、安全情報を収集し、機構事業関係者に対し、適切な安全対策を講じる。 

 

（ホ）外交政策の遂行上その他必要な措置の実施 

機構は、独立行政法人国際協力機構法第 40 条に基づく、主務大臣の要請に対しては、

正当な理由がない限り迅速に対応する。 

 

３．業務運営の効率化に関する事項  

（１）組織運営の機動性向上 

機構は、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣

議決定）に基づく取組を着実に進め、開発途上地域のニーズの多様化や我が国の開発援

助政策の重点の変化等の内外の環境の変化に対応し、戦略的、効果的な援助を実施する

体制を整備する。この観点から、柔軟に組織を変更できる独立行政法人の制度趣旨を活

かし、必要な機能強化を図りつつ、組織編成の理念及びそれぞれの果たすべき機能・役

割を再度整理した上で、本部体制の適正化に向けスリム化を行う。 

海外拠点については、国際情勢の変化等を踏まえた配置の適正化のため必要な見直し

を行う。また、効果的・効率的な事業実施のため、着実に国内の人員を在外の人員へシ

フトすること等により、国別分析の強化や事業展開計画、現地ＯＤＡタスクフォースへ

の参画等を通じ、多様化するニーズを的確に把握し、海外の現場における被援助国関係

者や他ドナーとの対話や案件形成機能等、現場機能の総合的な強化に取り組む。さらに、

国際交流基金、日本貿易振興機構及び国際観光振興機構の海外事務所と事業の連携強化

等を図るため、現地における事務所及び所員の法的地位等を保持することに留意し、共

用化又は近接化を進める。 

 国内拠点については、個々の必要性等を検証し、配置の見直しを進めるとともに、そ

れぞれの拠点の機能・役割、利用状況、施設保有の経済合理性等に関する第三者による

検証結果を踏まえ、地域特有の経験やネットワークを活用し、開発途上地域における開

発課題の貢献のみならず、地域における国際協力の結節点として、その強化に努め、国

民の国際協力の理解・共感、支持、参加を促進する。 

 

（２）適正かつ公正な組織・業務運営の実施 

 機構は、実施する業務の特性を踏まえ、質の確保に留意しつつ、以下の取組を通じ業

務運営が適正かつ公正となるよう努める。 
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（イ）契約の競争性・透明性の拡大 

機構は、契約取引については、「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」

（平成 21 年 11 月 17 日閣議決定）及び「公共サービス改革基本方針」等の政府方針を

踏まえ、優良案件の形成のために必要な開発コンサルタント育成にも留意しつつ競争性

を確保する観点から、開発コンサルタント等が応募しやすい環境を整備し、一者応札・

応募の改善方策を講じる等の契約の点検・見直しを行う。併せて、機構は、不正行為等

に対しては、法令、規程及びガイドラインに基づき厳正な措置をとることで、適正な実

施を確保する。 

 

（ロ）ガバナンスの強化と透明性向上 

 機構は、組織の目標を達成するために、適切な体制・制度整備及び運用（モニタリン

グを含む。）により、金融業務型のガバナンスが適用される有償資金協力の特性も踏ま

えた内部統制の充実・強化を図り、マネジメント及び業績管理を改善する。 

（ⅰ）内部監査を行い、外部監査結果も含め、監査結果に基づくフォローアップを適切

に行う。 

（ⅱ）機構の組織内における適正な業務運営を確保し、不断の業務改善を推進するため、

内部通報制度の環境整備を行う等、内部統制機能を強化する。 

（ⅲ）管理する情報の安全性向上のため、「国民を守る情報セキュリティ戦略」等の政

府の方針を踏まえた適切な情報セキュリティ対策を推進し、必要な措置をとる。 

（ⅳ）各年度の業績評価に関し、外部有識者を含めて法人による評価を行い、組織目標

管理を通じて業務運営に反映させる。 

（ⅴ）国際協力事業の最前線に立つ専門家、ボランティア、ＮＧＯ、コンサルタントを

はじめとする民間企業等の関係者の意見を業務運営に適切に反映させるため、機構の業

務への改善提案を幅広く受け付ける機会を設ける。 

 

（ハ）事務の合理化・適正化 

 実施する業務の特性を踏まえ、効率的な業務運営の環境を確保するとともに、事業が

合理的、適正になされるよう、事務処理の改善を図る。 

 

（３）経費の効率化、給与水準の適正化等、保有資産の適正な見直し 

（イ）経費の効率化 

中期目標期間中、運営費交付金を充当して行う業務については、業務の質の確保に留

意しつつ、一般管理費及び業務経費（特別業務費及び特殊要因を除く。）の合計につい

て、専門家、企画調査員及び在外健康管理員等の手当等の適正な見直し、ボランティア

に支給される手当等の適正化、固定的経費等の経費の削減により、毎事業年度１．４％

以上の効率化を達成する。ただし、人件費については次項に基づいた効率化を図る。 
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（ロ）給与水準の適正化等 

給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当を含め役職員給与の

在り方について厳しく検証した上で、目標水準・目標期限を設定してその適正化に計画

的に取り組むとともに、その検証結果や取組状況を公表する。 

また、総人件費については、政府の方針を踏まえつつ適切に対応する。その際、在外

職員に対する在勤手当についても、可能な限り早期に適切に見直す。 

 

（ハ）保有資産の適正な見直し 

機構の保有する資産については、詳細な資産情報の公表を引き続き行うとともに、資

産の利用度のほか、本来業務に支障のない範囲での有効利用可能性の多寡、効果的な処

分、経済合理性といった観点に沿って、その保有の必要性について不断に見直しを行う

ものとする。また、機構の資産の実態把握に基づき、機構が保有し続ける必要があるか

を厳しく検証し、支障のない限り、国への返納等を行うものとする。 

 

４．財務内容の改善に関する事項 

（１）機構は、運営費交付金を充当して行う業務については、「３．業務運営の効率化

に関する事項」で定めた事項について配慮した中期計画の予算、収支計画及び資金計画

を作成し、当該予算等に基づき質の確保に留意し、予算執行管理の一層の適正化を図り

つつ運営を行う。また、毎年の運営費交付金額の算定については、運営費交付金債務残

高の発生状況にも留意した上で、厳格に行うものとする。加えて、財務内容の一層の透

明性を確保する。 

（２）機構は、引き続き自己収入の確保及びその適正な管理・運用に努める。 

 

５．その他業務運営に関する重要事項 

（１）施設・設備 

 機構は、業務運営の効率化及び業務の質の向上に関する目標の達成を図るため、長期

的視野に立った施設・設備の整備を行い、効果的・効率的な運営に努める。 

 

（２）人事 

機構は、効果的かつ効率的な業務運営のため、人員の適正配置及び役割と貢献に応じ

処遇への適正な反映を図る。また、業務内容の高度化及び専門化に対応するため、職員

のキャリア開発や研修等の充実を通じた能力強化を図る。そのため、職員の専門性をよ

り一層高めて活用するキャリア開発を促進する観点から、若手の段階から専門分野を含

めたキャリアの方向性を意識させるとともに、様々な方法で効率的に現場に展開する機

会を増やす。 

機構は、これらの効果的かつ効率的な業務運営に則した人事に関する計画を定める。 


